
門川町森林経営管理制度実施方針 
 

門川町では、適切な経営管理が行われていない森林の整備を促進し、林業の持続的発展に繋げるた

め、以下のとおり森林経営管理制度を実施します。 

 

Ｉ 意向調査 

１ 意向調査の実施 

林地台帳や森林簿、森林計画図等を参考に森林組合等関係機関とも情報提供等、連携し意向

調査対象森林を抽出します。 

    町は、所有森林の経営管理意向調査票により、意向調査を行います。 

実施に当たっては、森林所有者又は納税義務者に対して、郵送(返信用封筒込み)で行います。 

森林所有者からの回答の期限は、意向調査票の発送日から１月程度とし、回答が得られない 

   場合は、訪問して回収を行います。 

 

（１）対象森林として除外する森林 

   ①  森林経営計画策定森林 

   ②  森林経営計画策定候補森林 

   ③  県有林・県行造林 

   ④  町有林・町分収林 

   ⑤  国立研究法人森林研究・整備機構森林整備センター森林 

⑥  一般社団法人宮崎県林業公社森林 

   ⑦  森林組合森林 

   ⑧  生産森林組合森林 

   ⑨  会社法人が所有する森林 

   ⑩ 保安林 

     ⑪  0.1ha 以下で、集約的管理ができないと見込まれる森林 

 

（２）経営管理が行われていないおそれがある森林の基準の目安 

    上記（１）以外の森林のうち、下表で定める森林を「経営管理が行われていない森林」の対象 

とします。 

樹齢等 状態 

5 齢級～ 
(21 年生～標準伐期齢以上) 

除伐・間伐が一度も行われていない、または最後に行った除伐・間伐

から 10 年以上経過する等、門川町森林整備計画に定められた標準的な

施業方法を実施しておらず、林分が過密化している場合。 

 

２ 意向調査の集約及び現況調査 

意向調査の回答を踏まえ、森林の現況調査を実施し、経営管理権集積計画策定を申し出た森林

所有者全てに、現況調査結果を報告します。 

経営管理権集積計画を定めるべきと判断すれば、森林所有者と協議の上、速やかに経営管理権 



集積計画の作成手続きを行うよう努めます。 

申し出を受けた森林について経営集積計画を定めないこととしたときは、その旨及びその理 

由を、当該申し出をした森林所有者に通知します。 

 

 Ⅱ 経営管理権集積計画 

  １ 経営管理権集積計画の作成 

町は、当該森林所有者に対して法の趣旨等について十分に説明し、森林所有者と協議の上、速や

かに経営管理権集積計画の作成手続きを行います。 

経営管理権集積計画作成対象森林については、町による主体的な整備・管理を進めます。 

 （整備・管理の内容）  

1， 除伐または間伐 

2， 森林巡視などの保全活動 

   3、上記 1 及び 2 の事業に付随する事業 

   4，森林保険への加入 

森林所有者は、経営管理権集積計画作成申出書を町に提出し、意向を表明した者が森林所有者で

あることを確認するために、町は森林所有者であることを証する下記の書類の提出を求めます。 

【提出するもの】 

①当該森林の立木の

所有者と当該森林の

土地の所有者が同一

である場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 所有者が当該森林について登記をしている場合 

当該森林の土地の登記事項証明書を添付すること。 

イ 所有者が当該森林について登記をしておらず、当該森林の土地に

ついて相続、贈与、売買等を原因として所有権の移転があった場合

当該森林の土地についての所有権の移転があったことを明らかに

する資料として以下の資料を添付すること。 

  Ａ 戸籍謄本 

  Ｂ 遺産分割協議書の写し 

  Ｃ 贈与契約書の写し 

  Ｄ 売買契約書の写し 

  Ｅ その他の当該森林の土地についての所有権の移転があっ  

 たことを明らかにする資料 

②当該森林の立木の

所有者と当該森林の

土地の所有者が異な

る場合（当該森林の

立木の所有者と当該

森林の土地の所有者

が同一の場合であっ

て、当該立木の持分

の割合と当該森林の

土地の持分の割合と

ア 所有者が当該森林について登記等をしている場合 

  当該森林について以下のいずれかの資料を添付すること。 

  Ａ 当該森林の立木の登記事項証明書又は当該森林の土地に 

   ついての賃貸借契約書の写し 

  Ｂ 地上権に関する登記事項証明書 

  Ｃ その他の当該森林の土地の使用収益権に基づき当該土地 

   上に立木を所有かつ育成する者であることを明らかにする 

資料 

イ 所有者が当該森林について登記等をしておらず、当該森林に 

ついて相続、贈与、売買等を原因として所有権の移転があった場  



が 異 な る 場 合 を 含

む。） 

 

 

 

 

 

 

合当該森林についての所有権の移転があったことを明らかにす 

る資料として以下の資料を添付すること。 

  Ａ 戸籍謄本 

  Ｂ 遺産分割協議書の写し 

  Ｃ 贈与契約書の写し 

  Ｄ 売買契約書の写し 

Ｅ その他の当該共有者不明森林の土地についての所有権の 

   移転があったことを明らかにする資料 

 

（３）関係権利者全員の同意 

経営管理権集積計画は、集積計画対象森林ごとに、当該集積計画対象森林について所有権、 

地上権、質権、使用貸借による権利、賃借権又はその他の使用及び収益を目的とする権利を有 

する者(以下「関係権利者」という。)の全部の同意が、得られているものである必要があります。 

 

（４）経営管理権集積計画の公告及び縦覧  

     経営管理権集積計画が適正なものであるか、耳川流域・林業活性化センター幹事会におい 

て、意見を求めた後、町は、経営管理権集積計画を定め（公告の日から５年間）遅滞なく、そ 

の旨を公告します。 

    公告は、経営管理権集積計画を定めた旨及び当該経営管理権集積計画について記載し、町 

の掲示板と町のホームページへの掲載により行うと共に、経営管理権集積計画はインターネ 

ット又は町農林水産課において縦覧することで公告とし、経営管理権集積計画の写しを関係 

権利者に送付します。 

     また設定された経営管理権は、公告の後において当該経営管理権に係る森林の森林所有者 

になった者に対しても、その効力はあるため、当該森林に経営管理権が設定されていること 

を知らされずに購入した場合、新たな森林所有者に不利益が生じるおそれがあることから、

経営管理権の存続期間中は、だれでも経営管理権が設定されている旨を確認できるように、

公告後も経営管理権集積計画を縦覧することとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



参考１ 用語の定義 

用語 定義 

森林  森林法(昭和 26 年法律第 249 号。以下同様。)第 2 条第 3 項に規定する民有

林(木竹が集団して生育している土地及びその土地の上にある立木竹等のうち

森林法第 2 条第 3 項に規定する国有林を除いたもの) 

森林所有者  権原に基づき森林の土地の上に木竹を所有し、及び育成することができる者 

経営管理  地域森林計画の対象となる森林について自然的経済的社会的条件に応じた

適切な経営又は管理を持続的に行うこと 

経営管理権  地域森林計画の対象となる森林について森林所有者が行うべき自然的経済

的社会的諸条件に応じた経営又は管理を町が行うため、当該森林所有者の委託

を受けて立木の伐採及び木材の販売、造林並びに保育(以下「伐採等」とい

う。)(木材の販売による収益(以下「販売収益」という。)を収受するとともに、

販売収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部

を森林所有者に支払うことを含む。)を実施するための権利 

経営管理権集積

計画 

 町が、経営管理権を町に集積することが必要かつ適当と認める場合に定める

計画 

門川町森林経営

管理計画 

 町が経営管理権を取得した森林について経営管理を行う事業 

地域森林計画 都道府県知事が全国森林計画に即して、民有林につき５年ごとに、１０年を

１期としてたてるもの 

門川町森林整備

計画 

 耳川地域森林計画対象民有林について、町がたてる森林整備に関する計画 

森林簿  耳川地域森林計画をたてようとするとき、県が小班を取りまとめの単位とし

て、林況等を取りまとめたもの 

森林計画図  耳川地域森林計画又は国有林森林計画をたてようとするとき、県又は国が計

画対象森林の所在地等を記載したもの 

林地台帳  耳川地域森林計画の対象となっている民有林について、一筆の森林ごとに、

その森林の土地の所有者等を記載した台帳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



参考２ 門川町森林経営管理制度フロー 

 

「森林経営管理制度（森林経営管理法）」の概要

民 有 林

地域森林計画対象外森林 地域森林計画対象森林

公 有 林 私 有 林

天然林・竹林 人 工 林

経営管理されている森林

経営管理意向調査

町に経営管理依頼

経営管理権集積計画作成不可
生産性の高い森林（既存事業活用）

特に手入れの必要のない森林

係争にある森林等

経営管理権集積計画同意

門川町の管理が決定
（町が経営管理権を取得し、町が整備を行う）

経営管理権公告の日から５年間

自ら経営管理実施

経営管理権集積計画について意見
耳川流域森林・林業活性化センター幹事会

経営管理がなされていない森林
※過去10年間程度間伐等の施業履歴の

ない人工林等

経営管理権集積計画作成可

経営管理権集積計画作成

森林経営管理制度の対象外

森林経営管理制度の対象



参考３ 年度別意向調査対象地域 

 


